
平成23年版労働経済の分析（労働経済白書）　骨子
〜世代ごとにみた働き方と雇用管理の動向〜

景気は2007年秋に後退過程に入ったが、2009年春には輸出と生産が持ち直し、
個人消費にも経済対策の効果が表れた。こうした中で、自律性は弱いながらも景気
は持ち直していたが、そこに東日本大震災が発生し、直接の被災に加え、部品供給
の途絶、首都圏の計画停電などの諸制約が覆いかぶさることとなった。白書では、
自律的な景気回復に向け期待される雇用、賃金について、中長期的な視点から世代
ごとの分析を行いつつ、被災後の労働経済指標も加味して検討する。

第1章　労働経済の推移と特徴
震災など景気回復に向けた制約要因について分析
・有効求人倍率は2009年末より緩やかに上昇し、完全失業率も低下傾向にある（図1）。雇用情
勢は依然として厳しいものの持ち直しの動きがみられた。ただし、東日本大震災の影響が懸
念される。
・着実な景気回復に向け、所得、消費、雇用の自律的な循環と回復が期待されるが、2010年後
半以降、景況感に停滞がみられ、震災の影響により、先行きの予測はさらに厳しくなってい
る（図2）。
・消費など国内需要の回復のためには、雇用の下支えが不可欠であり、雇用の維持、創出を支
援することで、人々の不安心理を払拭し、社会の安定と持続的な経済成長へとつなげていく
ことが重要である。

第2章　経済社会の推移と世代ごとにみた働き方
バブル崩壊以降の労働問題を世代ごとに分析
・バブル崩壊以降、厳しい経営環境のもとで、正規雇用の絞り込みが行われ、1990年代の半ば
から2000年代の半ばにかけ、若年層の雇用情勢は悪化し、非正規雇用比率は大きく上昇した
（図3）。
・若年層の就職環境の厳しさは続いており、新規学卒者の採用拡大と就職促進は引き続き課題
であるが、大学進学率が上昇し、大卒就職者が多数を占める中で、社会のニーズと若者の仕
事に対する希望とを今までにもまして適切に結びつけていくことも大切である（図4）。
・社会環境変化の中で世代間ギャップの是正も求められ、企業の人事機能の強化も課題となっ
ている。

第3章　雇用管理の動向と勤労者生活
近年の雇用管理の動向と今後の方向性について分析
・1990年代以降、賃金制度に業績・成果主義が取り入れられ、職業能力開発も個人の主体性が
強調される傾向があったが、最近では、企業が長期的な視点をもって人材育成に取り組む方
向性が重視されている（図5）。
・正規雇用者では年齢とともに上昇する賃金カーブを描くのに対し、非正規雇用者は、ほとん
ど上昇がみられない。企業は職務経験を通じて培われた能力を重視して賃金を決めており、
正規雇用者の賃金における勤続要因は大きい（図6）。
・不安定就業の増加や人材育成機能の低下に対する反省とともに、賃金格差の拡大や平均賃金
の低下が、国内需要の停滞を招いた要因のひとつと考えられることも踏まえつつ、人的能力
形成をすそ野広く推し進めていくことが課題である。
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図１　有効求人倍率及び完全失業率の推移（季節調整値）
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図２　業況判断と今後の予測
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図３　非正規雇用比率の推移（年齢階級別）
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　　（注）

図４　学歴別就職者数と大学進学率の推移
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図５　雇用や人材育成についての考え方
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図６　雇用形態別にみた賃金カーブの傾き（要因別）



◆ 性別は？
	 男性� 48.7人

	 女性� 51.3人

◆ 年齢は？
	 15歳未満� 13.1人

	 65歳以上� 23.2人

◆ 学生は？	 小学生� 5.4人
	 中学生� 2.8人
	 高校生� 2.6人
	 大学生・大学院生� 2.3人

◆ 雇われているのは？
	 男性�23.5人
	 女性�17.5人

◆ 雇用形態は？	 パート� 6.5人
	 アルバイト� 2.7人
	 派遣� 0.7人
	 契約社員・請負� 2.7人

◆ フリーターは？� 1.4人

◆ 失業者は？� 2.2人

◆ 短時間で
働いているのは？

	 週35時間未満�10.9人
◆ 長時間

働いている方は？
	 週60時間以上� 4.8人

◆ 雇用保険加入者は？� 29.9人

◆ 雇用保険受給者は？� 0.5人

◆ 会社の健康診断で「有所見」は？
� 22.4人

◆ 仕事についているのは？

46.8人
雇われているのは？

41.0人
自営しているのは？

4.2人 雇用 について

そのうち75歳以上は？
11.5人

日本を100人の国に
例えてみました。
それぞれの直近の数字である。

（平成15年〜平成23年）

でみた日本

人口人口 
について

※ 雇用保険加入者・雇用保険受給者・会社の健康診断における「有所見」の者以外のものについては、
東日本大震災の影響により岩手県、宮城県及び福島県を除く平均値をもとに算出。
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◆ 健康状態が
「よくない」「あまりよくない」 
と感じているのは？

	 6歳以上�12.2人

◆ 日常生活の悩み・
ストレスを感じているのは？

	 12歳以上�46.5人

◆ 健診や人間ドックを
受けたことがあるのは？

	 20歳以上�64.3人

◆ 病気やけがなどで
通院しているのは？� 37.0人

◆ 生活習慣病は？� 11.5人

◆ 保育所に入所しているのは？
� 1.7人

◆ 障害者は？� 5.8人

◆ 生活保護受給者は？� 1.5人

◆ 介護サービスを受けているのは？� 3.4人

◆ 国民年金の被保険者は？
	 第1号（自営業、学生等）� 15.2人
	 第2号（サラリーマン、公務員）� 29.7人
	 第3号（第2号被保険者の配偶者）� 7.9人

◆ 老齢年金の受給者は？� 21.9人

医
療について

がん� 1.2人
糖尿病� 1.9人
高血圧性疾患�6.2人
心疾患� 1.2人
脳血管疾患� 1.0人

◆ タバコを吸うのは？
	 男性�12.7人
	 女性� 3.6人

◆ 生涯でがんになるのは？
	 男性�26.8人
	 女性�21.5人

◆ 骨髄移植ドナーに
登録しているのは？� 0.31人

◆ メタボリックシンドロームが
強く疑われる 
または予備群は？

	 男性（40〜74歳）�11.9人
	 女性（40〜74歳）� 4.5人

◆ 習慣的に運動をしているのは？
	 男性（20歳以上）�13.7人
	 女性（20歳以上）�12.1人

◆ 健康保険加入者は？
	 組合健保・協会けんぽ�50.4人
	 国民健康保険�30.3人

福祉・
に
つ
い
て

年
金
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結婚について
◆ 結婚するのは？

� 1,813組
● 離婚するのは？
……………… 646組

人口について

雇用について
◆ ハローワークで

新たに仕事を探し始めたのは？

20,592人
◆ ハローワークを通じて

就職するのは？

5,929人
◆ 仕事中にけが等
（労働災害）を 
したのは？

305人
◆ 労働相談の件数は？

3,040件
（厚生労働省 ： 総合労働相談コーナーの受理件数）

成人について
◆ 成人の平均野菜摂取量は？

282g
◆ 成人の平均歩数は？

男性　7,136歩
女性　6,117歩
◆ 歯磨きは？
2回以上みがく

73.5％

◆ 生まれるのは？

�2,879人

人口の減少数は
1日当たりだと

555人

◆ 亡くなるのは？

� 3,434人
● がんでは？… …………………… 979人
● 心疾患では？… ………………… 534人
● 脳血管疾患では？……………… 339人
● 事故では？… …………………… 163人
● 仕事中の事故では？………………… 3人
● 老衰では？… …………………… 143人
● 自殺では？… ……………………… 84人

日本で一日に起こる出来事の数を調べてみました。
それぞれの直近の数字である。（平成17年〜平成23年）

日本 の1日
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◆ 薬物事犯の逮捕者は？

● 麻薬及び向精神薬取締法では？��� 1.03人
● あへん法では？����������� 0.06人
● 大麻取締法では？���������� 6.48人
● 覚せい剤取締法では？������  33.42人

介護について

犯罪について

医療について

◆ 介護をしている人が
介護・看護に費やす時間は？

49分
◆ デイサービスの利用回数は？

309,533回
◆ ホームヘルパーの

利用回数は？

524,949回
◆ 一人当たりの

介護保険からの給付費は？

3,884円

◆ 入院しているのは？

1,392,400人
● 循環器系では？… …… 280,300人
● 統合失調症では？…… 187,400人
● がん等では？… ……… 159,200人

◆ 通院しているのは？

6,865,000人
● 循環器系では？… …… 894,800人
● がん等では？… ……… 218,200人
● 糖尿病では？… ……… 188,000人

◆ 国民全体が支払っている
（自己負担）医療費は？

約101億7,000万円
● 一人当たりだと……………… 79.6円

◆ 国民全体が購入している
薬の金額は？

約35億6,000万円
● 一人当たりだと……………… 27.9円

◆ 国民全体の医療費は？

約986億5,000万円
● 一人当たりだと…………… 773.7円

育児について
◆ 6歳未満の子どもをもつ親が

育児、家事に費やす時間は？

	 夫� 1時間＊1

	 妻� 7時間27分

◆ 児童虐待の相談対応件数は？

� 154件＊2

＊1 ： 日本の男性が家事・育児をする時間は
先進諸国の中でも最低水準です。

＊2 ： 東日本大震災の影響により、福島県を
除いて集計した数値をもとに算出。
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